



































The Formation and Significance of the Non-life Insurance System in Japan from the Post-war 












































































































































































































































































































































































































































































































































































































1952年７月 1958年10月 1965年４月 1973年４月 1980年10月
背景
保険審議会答申 1971年７月大蔵省
銀行局メモ
1977年４月当局か
らの「廃止代理店
等実態調査結果」
に基づく要請事項
代理店制度 火災保険代理店格付制度
火災保険代理店格
付制度
火災保険代理店制度 ノンマリン代理店
制度
新ノンマリン代理
店制度
制度改定趣旨
初の代理店格付制度 火災保険代理店格
付制度の一部改定
火災保険代理店格
付制度の全面的
改定（火災保険代
理店制度の制定）
ノンマリン代理店
制度へ統合・実施
（自動車保険、傷害
保険の組入れ）
ノンマリン代理店
制度の全面改定と
拡充強化
基本理念
① 代理店自立化、
資質向上
② 代理店の募集意
欲向上、保険の
普及
③ 専業的代理店層
の育成強化
① 大衆保険中心に
普及、契約者保護
② ノンマリン統合
の代理店制度へ
拡充
③ 代理店業の魅了
化・職業化
① 代理店のあるべ
き姿、契約者保
護と消費者ニー
ズ対応強化
② 代理店資質向上
と信用維持
③ 大衆保険分野の
活性化と専門化
④ 損保経営合理化、
効率化、商品充実
⑤ 適切な損保思想・
損保の一層の普及
代 理 店
種 別・
資 格
代理店
代理店資格　３ラ
ンク
特別／甲／乙
代理店資格　４ラ
ンク
特別A／特別B／甲
／乙
代理店種別　４ラ
ンク
特別総合／総合／
普通（含 準総合）
／初級
代理店種別　５ラ
ンク
特別総合／総合Ⅰ
種／総合Ⅱ種／普
通／初級
代理店種別　５ラ
ンク
特級（一般）／特
級（工場）／上級
／普通／初級
個人資格
個人３ランク
特別総合／総合／
普通
個人資格　４ラン
ク
特別総合／総合Ⅰ種
／総合Ⅱ種／普通
個人資格　５ラン
ク
特級（一般）／特
級（工場）／上級
／普通／初級
講習
テ ス ト
制度
特別総合／総合：
協会統一講習・テ
スト
普通：協会統一の
講習
全資格：自社講習、
協会統一テスト
初級コース：自社
講習のみ（1978年
よりテスト導入）
全資格：自社講習、
協会統一テスト
代 理 店
種別認定
認 定 の
重点
挙積主義 挙積主義 挙積主義から能力
主義へ
能力主義から挙積・
能力併用主義へ
挙積・能力併用主
義から機能主義へ
要件
５要件で判定
①業務能力、
②経験年数、
③経理状況、
④挙積状況、
⑤自己契約
５要件で判定
①業務能力、
②経験年数、
③経理状況、
④挙積状況、
⑤自己契約
３要件で判定
①業務自立状況、
② 募集従事者の資
格、
③経験
※ 帳簿・経理、挙
積基準は内規
４要件で判定
①資格取得者状況、
②業務自立状況、
③法令等遵守状況、
④挙積状況
７要件で判定
①資格状況、
②業務遂行状況、
③法令等遵守状況、
④顧客対応状況、
⑤管理体制状況、
⑥挙積状況、
⑦ 自己契約比率及
び特定契約比率
状況
（出所）　損害保険各社社史・日本損害保険協会年史を参考に筆者作成
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５．４ 　戦後の損害保険システムをリードした保険審
議会審議・答申
　ここでは，損害保険産業と社会との関係の視点か
ら，保険審議会を取り上げ，その内容を検討する。
　損害保険システムは，加入者・契約者保護のため
に，保険会社の経営破綻を回避することが第一義
だったが，日本経済全体が世界に例のないスピード
で発展を遂げるに合わせて損害保険産業も成長軌道
に乗り，損害保険システムが安定していくにつれ
て，システム構築の当初の意義が薄れてきたという
のはごく自然なことだったと思われる。その発展の
一方で，大衆化の進展，商品多様化，消費者ニーズ
への対応，自由化への対応の期待など，その時々の
損保産業と社会の現状と課題を浮き彫りにする仕組
みとして機能したのが1959（昭和34）年４月，大
蔵大臣の諮問機関として設置された保険審議会だっ
た。その目的は，「大蔵大臣の諮問に応じて，保険
制度の改善及び保険行政上について重要な事項に
ついて大蔵大臣に意見を述べる」（保険審議会令 ,昭
34.4.13公布 ,政令第199号第１条）こととされた。
　以下，本稿に関連が深い保険審議会答申を抜粋し
て概要を整理する36。
「損害保険募集機構の改善に関する答申」（1965（昭
和40）年３月）
　本答申は，損害保険事業の国際競争力を付けるた
めの体質改善の観点から代理店問題を真正面から取
扱い，損害保険募集機構の問題点は，代理店による
募集，代理店制度にあると指摘した。その概要は，
⑴損害保険募集機構の現状と問題点，⑵代理店制度
の現状と問題点，⑶損害保険募集機構改善の方策な
どである。保険審議会の審議状況と併行して損害保
険協会の火災常任委員会下の代理店委員会特別委員
会で，火災保険代理店格付制度の改正作業を行い，
新代理店制度が発足した37。
「今後の保険行政のあり方について－とくに自由化
に対応して」（1969（昭和44）年５月）
　本答申は，資本自由化その他今後の厳しい環境へ
の対処を求められるわが国保険業界に，従来の画一
的，協調的体質の改善を迫る内容のものだった。そ
こでの課題は，競争原理の導入と経営効率化の促進
であり，国際競争への対処である。また，損害保険
に関する概要は，⑴経営効率の効率と事業運営の弾
力化，⑵料率の適正化，⑶商品内容および販売方法
の多様化，⑷経営の特色の発揮―業界各社間の経営
効率格差に懸念・特に中小規模の会社による商品内
容・販売方法等の特色発揮，⑸担保力の増強などで
ある。さらに，損害保険事業に対する行政施策の方
向については，従来の画一主義から脱却し，可能な
限り各社の主体的努力が発揮できるよう，契約者の
保護に十分配慮しつつ，行政運営の弾力化に努める
べきであるとしている38。
　1970年度以降は，答申の指摘事項である統一経理
基準39が実施され，火災保険料率については，住宅・
工場物件料率の引き下げと範囲料率が導入されるな
ど，保険料率水準の適正化・弾力化が図られた。ま
た，各保険約款の平易化と「契約のしおり」の作成，
自動車保険請求相談センターの全国に設置など，制
度改善，商品の多様化などが実施された40。
「今後の保険事業のあり方について」（1975（昭和50）
年６月）
　当答申では，民間保険における契約者サービスの
あり方，募集制度の改善等，社会経済情勢の変化に
対応した保険事業のあり方について指摘した。その
概要は，⑴社会的ニーズに即応する商品の開発・改
善，⑵保険料率：範囲料率制・標準料率制等の積極
的導入と運営の弾力化等，⑶商品の販売及び保険金
の支払，⑷経営効率化，資産運用，担保力増強，相
互会社の経営改善などである。
　それに対して，損害保険業界では，住宅火災保険
における実損てん補方式の導入，価額協定保険特
約41の発売，自動車保険における被害者直接請求制
度，１事故保険金額無制限制および自損事故担保制
度の導入，自家用自動車保険の発売などを行った。
また，保険料率については範囲料率制の導入と範囲
拡大等の措置が取られたほか，火災保険では一般物
件料率の引き下げが実施され，自動車保険，傷害保
険等についても保険料率の改定が実施されるなど答
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申の指摘事項への対応を実施した42。
　本答申の直接のトリガーはコンシューマリズムの
波である。1973（昭和48）年２月に首相の諮問機
関である国民生活審議会答申「サービスに関する消
費者保護について」43が出され，⑴保険料率の弾力
化・多様化による商品の多様化，⑵契約条件の適正
化と選択条件の提供，⑶募集制度の適正化，⑷消費
者意向の反映，その他など保険サービスに関しての
指摘があった。
「今後の損害保険事業のあり方について」（1981（昭
和56）年６月）
　経済・社会の構造変化に対応した今後の損害保険
事業のあり方について審議を行うことを決定し，そ
の後11回にわたり損害保険部会で検討した結果が
総会を経て，答申として提出された44。
　その概要は，⑴保険料率の適正化・弾力化，⑵商
品内容の改善・多様化，⑶販売面における改善・多
様化，⑷企業間格差の現状と今後の方向，⑸損害保
険事業の国際化，⑹公共性・社会性の発揮，⑺資産
運用等の改善，⑻行政の弾力化など多岐にわたる。
　この時期は，財政再建の方針の下で，行政組織・
産業界への提言・指摘を行った土光臨調の影響も
あったと思われる。加えて，安価な水準で損害保険
類似の補償を提供する各種の共済事業の伸びが背景
にあったと見られる。1969（昭和44）年答申でも
指摘されていた競争原理なり，効率化を含めて，保
険料率面での料率検証と合理化，料率算定会の中立
性・独立性確保，商品内容・多様化，企業間格差，
国際化などを強いトーンで指摘した。
　大蔵省は，損害保険協会長に対して答申指摘事
項に対する積極的対応を要請し，損害保険協会で
は，対応すべき指摘事項41項目を早急に対応すべき
ものと中長期的な検討を要するものに分け，損害保
険協会理事会に報告し，業界を挙げて検討を推進し
た45。
　主な具体例を挙げておくと，料率検証では，各保
険の料率改定の迅速化・水準の適正化に加え，算定
会および自算会では，消費者情報の提供に努め，損
保会社以外からも理事に登用した。保険商品では，
保険期間・保険料支払方法の多様化，パッケージ・
ポリシーの開発，セット商品・各種商品改定などを
推進し，販売面では，特別研修生制度を導入し，専
属・専業代理店の育成・強化を図った。その他，公
開資料の充実，苦情処理体制の質的強化，モラルリ
スク対策の体制も整備した。
「新しい保険事業の在り方」（1992（平成４）年６月）
　本答申は，自由化に向けての明確な道筋をつける
法改正を方向づけたものであり，これをベースとし
て，1995（平成７）年の56年ぶりの保険業法の改
正が行われた。総論でも，「保険事業及び保険関係
法規の見直しに当たっては，①規制緩和，自由化に
よる競争の促進，事業の効率化，②健全性の維持，
③公正な事業運営の確保，の３つを指針とした」と
述べられている。
　その内容は，⑴保険会社の業務範囲について―子
会社方式による生保・損保の兼営，第３分野の本体
での相互乗り入れ，業態別子会社方式による保険と
銀行・信託・証券の相互乗り入れ，⑵保険商品の販
売について―生保の１社専属制の見直し，ブロー
カー制度の導入，銀行等の保険販売の検討，⑶保険
経理・ディスクロージャーについて―リスク管理の
観点からソルベンシー・マージン（支払余力）の
考え方の導入，ALM（Asset-Liability Management）
の手法による管理，責任準備金の在り方の見直し，
ディスクロージャーの整備，⑷保険会社形態につい
て―相互会社の課題への対応指針，株式会社への転
換規定の整備，⑸保険事業の監督について―保険事
業の免許制の維持，商品・料率認可，配当の承認制，
料率算定制度の見直し，経営危機対応制度の整備，
保険業法と外国保険事業者に関する法律の一本化，
自主規制の活用など広範囲に及んだ。特に，答申の
総論では，「中小保険会社については，今後とも経
営基盤の強化に一層努めるとともに，規制緩和に伴
う競争激化の中で，大手保険会社と同様の経営展開
を図ることのメリット，デメリットを十分見極め」
ることが必要と指摘した。
　以上主要な保険審議会答申の概要をレビューした
が，その意義については，いくつかの議論がある。
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鈴木（1982）は，「行政側が，審議会もしくは審議
会答申を行政施策をスムーズに実施するための『お
墨付』として活用する面がある」46と指摘している。
また，真屋（1995）は，「保険契約者を直接保護し，
その利益を増進するという認識は希薄で，むしろ保
険業の保護・育成を主眼とするものであった。しか
し，73年以降，保険審議会の答申に消費者・保険契
約者の視点からの問題提起が盛り込まれるようにな
る」47，「保険業法改正のための準備作業を続けてき
たともいえる保険審議会は，保険加入者の利益，保
険の公共性を重視するとしながらも，実際には終始
一貫して保険業界の利益の代弁者であるかのような
答申を出し続け，業界側も答申に沿った方向に流れ
てきた」48と評している。さらに，堀田（2002）は，
「審議会の検討事項や具体的な提言内容は大蔵省に
よって作成されていたために，実際には大蔵省自身
の政策提言に他ならないものであった」49とする。
このような指摘や批判的意見は，行政関連の多く
の審議会でも指摘されることであるが，保険審議会
の一連の流れを見ていくと，社会・経済の環境変化
による競争原理，経営効率，コンシューマリズムの
台頭，国内外からの各種外的な圧力等を巧みに取り
込み，保険業界の意見も反映しており，むしろ損害
保険産業の改革・改善装置という側面が認められ
る。自由化，競争原理，効率化という言葉を早い時
期から答申では使用し，機運形成に努めてきたが，
理想と現実のギャップが甚だしいことから，指摘項
目によって，時には速やかに，時には長い時間をか
け足元課題との折り合いをつけながら，進めてきた
のが保険審議会答申をベースとした保険行政であ
り，損害保険経営だったと考えられる。
５．５　フレームワークの形成
５．５．１　戦後の損害保険システムの特徴
　これまで検討してきた損害保険産業を取り巻く主
なキープレーヤーと主要法令を中心に戦後の損害保
険システムを整理したのが図１である。
　損害保険契約は損害保険会社と保険契約者との間
の双務的な契約関係が基本となる。そこには通常は
損害保険会社の委託代理店が関わり，企業について
は保険ブローカーが関わることもある。また，損害
保険会社が引き受けるリスクの中には，保険会社同
図１　戦後の損害保険産業のシステム
（出所）筆者作成
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士の共同保険や国内外の再保険会社との間で締結さ
れる再保険契約によるリスクの分散が行われること
もある。このような基本的な構図を政府規制によっ
て監督・指導するのが主務官庁である大蔵省だっ
た。業界団体としての日本損害保険協会は業界の窓
口であり，各種調整機能を担い，保険審議会は損害
保険と社会との関わりを提言する存在としての役割
を発揮した。そして，大蔵省による行政規制のベー
スを為す主な法令が保険業法・料団法・募取法であ
り，損害保険会社や代理店は法令に則った事業運営
を求められる立場である。特に，料団法によって料
率算出団体である料率算定会が主要な保険種目につ
いて同一商品・同一料率を提供する算定会料率制度
は大きな存在である。これらのキープレーヤーと主
要法令・制度で形成・構築されたのが損害保険シス
テムである。
　この中で，戦後の保険行政による保険規制の目的
は，消費者利益の保護であり，限界企業を基準にお
いた業界保護であった。それを踏まえた上で，損害
保険産業の規制の本質は，第１に，保険会社が破綻
なく安定的に健全な経営を行うこと，第２に，保険
会社・代理店と消費者との間の情報の非対称性によ
る消費者の不利益の極小化，第３に，商品・保険料
率の水準などの適切性を担保することの３点が考え
られる。
　戦後の損害保険産業は，戦前と比較すると，非常
に秩序を持った産業，市場になったといえ，その意
味で保険規制は成功したと言える。そして，この秩
序は，ここまで検討してきたように，行政が主要な
法律に基づいて損害保険産業を指導・監督し，保険
審議会の視点も取り入れながら保険政策を推進して
きたこと，損害保険業界全体がそれに応えるべく，
商品・サービスを充実させ，代理店育成をしながら，
顧客接点の強化を図ってきたことで形成された。言
い換えれば，損害保険産業を取り巻く，キープレー
ヤー全体が一体的な運営・連携を伴いながら構築し
てきたのが，戦後の損害保険システムだと言えるの
ではないか。
５．５．２　損害保険産業における規模の経済
　規模の経済は，企業の収入規模が大きくなればな
るほど，人件費・システム費・本支店などのコスト
等の事業費など固定費を抑えることができ，相対的
に利益の増加を図ることができるというスケールメ
リットのことである。
　損害保険産業は，戦後から自由化までの長きにわ
たる規制時代を秩序をもって損害保険システムを構
築・維持してきた。その根本的な要因はこの規模の
経済との関わりが大きい。戦後の規制下における損
害保険産業では，算定会料率制度によって，各社が
取り扱う商品・保険料率は同一であり，契約募集か
ら契約保全，そして事故発生時の対応・保険金支払
までほぼ画一的なビジネスモデルで経営されてい
た。したがって，この仕組みの下では基本的には企
業規模が大きい損保会社が規模の経済の効果を享受
できる一方で，中小規模の損保会社の経営は相対的
に厳しくなるはずである。しかし，実際には，そう
はならなかった。その理由は，１つには戦後日本経
済の高度成長であり，もう１つは算定会料率の保険
料水準そのものが限界企業である小規模損保会社を
基準としていたからである。
　図２～５は，損害保険産業の業界各社の業容を，
①正味収入保険料，②収支状況，③営業収支残率の
視点で比較したものである。各図からは，概ね規模
の経済効果を観察することができる。数値のバラツ
キは，企業保険分野や大衆保険の強み・弱みなど
個々の損保会社ごとの収入保険料の契約構成の違い
によるものと考えられる。一方で，保険審議会答申
でも指摘のあった企業間格差は1960（昭和35）年
度から1990（平成２）年度まで時代の経過ととも
に拡大している。
６．結論と課題
戦後の損害保険産業は，政府規制によって，行政
の管理・監督を受け，独禁法の適用除外を受け，同
一商品・同一保険料率水準による公的カルテルで運
営されてきた。こうした規制の下で損害保険システ
ムの形成に関わる法令は，保険業法，募取法，料団
法の３つであった。５章２節にも述べたように，保
険業法は，保険事業を免許制とし，保険会社の健全
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性，公正な募集を担保し，契約者の保護を図るとい
う保険事業全体に関わるものであった。募取法は，
保険募集における顧客接点を担う代理店を登録制と
して，不正な保険募集を取締り，契約者の利益を保
護し，保険事業の健全性を図った。そして，料団法
は，その法の下で設立された算定会と自算会という
２つの団体が，合理的，妥当で，不当に差別的でな
い実質的な統一料率を算出し，損保会社はそれを遵
守したのである。なお，この仕組みは算定会制度と
呼ばれた。
損害保険産業における規制は，グローバル競争力
が育たない，自由な企業間競争が生じにくい，価格
の弾力性に乏しくなり，コンシューマリズムへの対
応に不足が生じるなどネガティブに捉えられる傾向
がある。また，損害保険の公共性，社会性について
は議論があるところではあるが，少なくとも一定の
社会公共性を持つ損害保険にとって経営の安定性・
信頼性が重要であることは論を待たない。そして，
政府規制の中でも算定会制度は損害保険システムの
構築にとって重要な役割を果たしてきた。
一般的には，損害保険契約の特性として，契約内
容の詳細が理解しづらく，情報の非対称性が存在す
る。その意味では，算定会制度においては，主要な
保険種目は各社が同一商品・同一保険料であること
から，その後の自由化時代と比べれば，比較的理解
し易い環境にあったと言える。しかしながら，実態
としては，代理店による契約募集の歴史的経緯も
あってか，顧客のリスクに応じた保険をきちんと提
案することができる代理店の育成・強化は十分では
なかった。ここに損害保険募集の大きな課題が存在
していたのであるが，規制時代においては，損害保
険システム全体が安定的に維持されていることは，
損害保険産業，保険行政，消費者のいずれにとって
もトータルでは有益であったといえよう50。
　戦後規制下の損害保険システムでは，一部には個
別会社の個性の発揮を促進する場面もありはした
が，多くの場合，同質化傾向に向かった。それは，
商品・料率が同一であるのみならず，保険募集のほ
とんどを委託代理店に依存していること，保険契約
の保全・保険事故対応の仕組み等，基本的なビジネ
スモデルが同一であることに起因している。した
がって，わが国の損害保険事業の発展は，自ずと大
図２　1960年度　損害保険産業の規模・収支残率比較
　 （出所） 「インシュアランス損害保険統計号」各年
度版を基に作成
図３ 1970年度　損害保険産業の規模・収支残率比較
　（出所）同前
図４　1980年度　損害保険産業の規模・収支残率比較
　 （出所）同前
図５　1990年度　損害保険産業の規模・収支残率比較
　（出所）同前
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規模で資本力のある大手損保会社中心に進んできた
が，中小損保会社は，大手社の動きを見た上で，そ
の経営施策なり戦略行動が有効であると判断すれば
追随することができた。商品認可やサービス，保険
料水準においては，その傾向がより強く，小規模損
保が新商品に対応するシステム構築に時間がかかる
となれば，全社の認可時期をずらすことすらあっ
た51。こうした構図を支えるスキームが損害保険シ
ステムであり，特に，算定会制度はその基準を限界
企業である小規模損保におき，料率水準を算出する
などシステムの要とも言える仕組みだった。
　また，こうしたスキームは商品認可やサービス，
保険募集の分野だけでなく，非競争領域に関しても
機能した。行政や保険審議会からの要請・指摘事項
の対応，保険商品・料率の改定作業など業界課題を
幅広く議論，情報交換し，具体化する委員会や部会
など階層別・分野別に業界協調の場が設けられてい
たのである52。委員会制度の意義については栗山53
の次の言葉に集約される。
「委員会制度という仕組みは損害保険の歴史で
何度も繰り返してきた破滅的競争が発生し得ない
ための仕組みであり，大蔵省は行政上の業務を行
う上で損保協会の委員会をうまく活用しました。
知識やノウハウのある損保の社員が議論をして，
一定の妥協をして出される結論は，中立的な性格
を持つため，護送船団行政を実施する上でも重要
な役割を果たしました」54
中小損保会社の場合には，その場を主導するケー
スは少なくとも，その場に参画することで，業界の
現在の課題，将来の課題，業界各社の対応や考え方，
もちろん大手社を含む他社の動きを把握することが
できた。こうした場は，中小損保にとっても，極め
て重要だったと考えられるとともに，大手を含む業
界各社にとっても有益な仕組みだった。このような
スキームは，実は行政にとっても，方針や意見を確
実に業界各社に伝達，徹底する仕組みとして好まし
いものだったと見られる55。
損害保険産業の成長発展は，護送船団行政の規制
の効果とそれを基盤として業界各社の経営努力によ
るところが大きく，これこそが戦後の損害保険シス
テムそのものだったといえよう。また，その規制の
下では，以下の石河56が言うように損保業界各社が
価格・商品以外の競争と体力をつける時間的アロー
アンスをもたらした。
「『（大蔵省銀行局保険２課から）共済や外資に
門戸を広げる時代が来る。だから，国内損保は早
く（その時に備えて）力をつけよ』と言われてい
た。私は大蔵省は業界が自由化時代に備えるため
の時間を稼いでくれていたと思います」57
その典型が自動車保険に対応するプロセス，約30
年の歳月をかけて全国津々浦々まで整備・構築され
た損害査定ネットワークである。西浦 は，このネッ
トワークが次のような効用をもたらしたとした。
「査定網をあれだけ作り上げたからこそ，生損
相互乗り入れで，お互いに参入しながら，生保が
損保から撤退することになった。（中略）やって
みたら，査定網にあんなに投資出来ないと，大手
生保を含めて，全社撤退することになった」59
　損害保険ビジネスは，多分にローカルなものであ
り，損害保険システム形成のプロセスで築き上げて
きた事故処理体制は，実は，自由化後の新規参入者
にとっては途轍もない投資を伴うものになった。す
なわち，規制時代の損害保険システムが期せずして
自由化時代に生保，他業種，外資系損保などが市場
参入する際の参入障壁になったのである。
　なお，本稿では，戦後の規制時代における損害保
険システムの形成と意義を主題としたが，自由化・
規制緩和の時代の政府規制，あるいは業界の自主規
制がどのような変化や進化を見せたのかは，今後の
検討課題として残されている。
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